
（3） 第4794号（毎週火曜日発行）2025年（令和7年）　3月18日（火曜日） （第３種郵便物認可）

株式会社ウェッジ株式会社ウェッジ

PUBNAVI 導入で紙書籍・
雑誌・電子の売上一元管理

加速する加速する
出版流通システム出版流通システム

『922・923 形ドクター
イエロー御朱印帳』

『「そうだ 京都、行こ
う。」の 30 年』

『いざいざ奈良 御朱印
帳』

　株式会社ウェッジは電子書籍の発行が増
えたことで、光和コンピューターのクラウ
ド型電子書籍管理システム「PUBNAVI」
を導入。電子書籍の印税計算などを省力化
するとともに、紙の書籍、雑誌と電子書籍
の売上管理を一元化することができた。

株式会社ウェッジ
設立：1989 年（平成元年）3月 20 日
所在地：〒 101-0052 東京都千代田区

神田小川町一丁目 3番地 1
NBF小川町ビルディング 3階

電話：03-5280-0522
資本金：6000 万円

　菊地原さんは「駅構内の店舗やネット書店、そ
のほかの施設など多様な販路の売上から、書店も
含め、紙・電子の書籍、雑誌の実売データを一元
管理することができました。かつ、これまで煩雑
な作業で時間を要した電子書籍の印税管理も格段
に業務効率化し、PUBNAVI を入れた最大のメ
リットになりました」と述べる。
　また、導入に際しての光和コンピューターの対
応については「各社の様々な仕様のデータ形式の
取込方法の相談や、初期設定等で不明点があって
もオンライン打合せやメールで丁寧に対応してく
ださり、手厚いサポートに感謝しています」と話
している。
　今後について「オーディオブックなど新しい出
版形態にも対応する必要があるでしょう」と話す
菊地原さん。そうした拡張性もある PUBNAVI
に期待している。

PUBNAVIで「売上集計」
  「印税計算」2つの課題解決

　電子書籍の点数と売り上げが拡大する一方で、
電子書店や電子取次ごとにフォーマットが違う売
上レポートを管理するための手数や、年 2 回の印
税支払いの作業が煩雑になるといった課題があり、

「システム化がテーマとなっていました」（デジタ
ル事業推進部リーダー・前林寿尚さん）。そこで二
つの課題を解決できる PUBNAVI を導入した。
　導入によって、電子書店や電子取次の売上レポー
トをそのまま取り込み、基幹システムと連携する

新幹線車内誌『Wedge』
            創刊でスタート

　同社は東海道・山陽新幹線グリーン車社内に搭
載されている雑誌『Wedge（ウェッジ）』を発行
するため 1989 年に JR 東海グループの出版社と
して創業。その後、1993 年に書籍の刊行を開始し、

電子書籍は
　過去作品含めほぼ刊行

　電子書籍化は 2013 年に開始。ここ数年は、著
者の許諾を得た新刊は基本的に電子版も同時刊行
しており、過去に刊行したものも組版データがな
いものなどを除いて電子化をほぼ完了している。
刊行点数は 202 点、書籍売上の 1 割程度を占める
までになった。

店や書店にも卸している。
　書籍は年間 15 点前後を刊行し、稼働点数は
186 点。ビジネスや政治・経済などジャンルは幅広
く、特に JR グループに関係した書籍が人気だ。
　最近では、引退で注目を集めた新幹線のお医者
さんとして知られるドクターイエローを題材にし
た『922・923 形ドクターイエロー御朱印帳』（B6
判変形、48 ページ、定価 3080 円）を昨年 9 月に発
行し重版。また、テレビ CM などでお馴染みの JR
東海のキャンペーン「そうだ 京都、行こう。」の 30
年を記念した写真集『「そうだ 京都、行こう。」の 30
年』（Ｂ 5 判変形並製、192 ページ、定価 2640 円）を
発行。
　今年 2 月には JR 東海「いざいざ奈良」キャン
ペーン 3 周年を記念した『いざいざ奈良 御朱印帳』
を発行。いずれもファンからの引き合いが強い。

いる。
　2011 年 に刊行した齋藤孝著『図解 論語』（四六
判並製、228 ページ、定価 1320 円）は、紙版も
昨年 11 刷とロングセラーたが、電子版も毎月一
定数が売れ続けている。「これが電子書籍の良さ
だと思います。刊行から時間がたって紙版が品切
れになっても電子は売れ続けます」とデジタル事
業推進部リーダー・菊地原早希さん。

2001 年には雑誌『ひととき』
を創刊。2009 年にはウェブ
マガジン「WEDGE Infi nity

（ 現 Wedge ONLINE）」 を
スタートした。
　『Wedge』 は 新 幹 線 を 利
用するビジネスパーソンに向
けて時事の話題などを発信す
るビジネスオピニオン誌とし
て月刊で発行。新幹線搭載に
加え、価格、定期刊行物コー
ドを付けて書店などでも販売
している。一方、『ひととき』
は沿線の観光地などを紹介す
るビジュアルマガジン。新幹
線の搭載が中心で一部を駅売

ことも可能になった。また、Excel で集計して
郵送していた印税明細は「指を何度か動かせ
ばできてしまう」（前林さん）ようになり、半数
はメールで送信している。

　販路は Amazon に提供しているほか、電子取
次のメディアドゥ経由で各電子書店などに卸して

小さな町のローカルペーパーが
滅びつつも大切にされる理由
大手新聞メディアより

高い信用度
ローカルペーパーと呼ばれるアメリカの地方新聞

は、商業的には相変わらず苦境に立たされ、その数
は毎年減り続ける一方だ。だが、それを失ってはい
けないという作る側の使命と、コミュニティーから
の信頼が細々と支えている。

て、次の読者に届く」と答えている。地元で商売を
している広告主にとって、紙に刷られた一面広告の
方が、小さなスマホの小さなバナーよりもインパク
トがあるという。

ベゾスやスン・シオンのような知名度はなくとも、
ちりも積もれば山となる、というスタンスで、小さ
なローカルペーパーを買い漁っている富豪ビジネス
マンがいる。総資産額 16 億ドルとされる、フロリ
ダのデイビッド・ホフマン。ミシガン州の「マキナッ
ク島タウンクライヤー」紙やカリフォルニア州の「ナ
パバレー・レジスター」など、誰も聞いたことがな
いような小さなローカルペーパーを買収し、最近、
リー・エンタープライズという赤字経営の小新聞社
グループにも手を出した。
　これからも、機会があればほかのローカルペー
パーも買収していく方針で、彼の狙いは、もっとロー
カルスポーツのニュースを取り上げていくことだ。
このローカルスポーツというのは、地元のアマチュ
アスポーツチームから、リトルリーグの試合まで幅
広く、アメリカ全土に広がる小さなコミュニティーで、
町がいちばん盛り上がるのが週末の夜の高校アメフ
ト部の試合、という風物詩を知る者にとっては、彼が

「地元の絆」を育てようとしているのがわかるだろう。
　そもそも全てのアメリカの新聞は、どこかの地域
に根付いた「ローカルペーパー」なのであって、そ
れはニューヨーク・タイムズでさえも、スポーツセ
クションで扱うのは、ヤンキースとメッツのことだ
けで、大谷選手の名前は滅多に出てこないことから
もわかるだろう。

　日米で育ち、バイリンガルとして日本とアメリカで本に親
しんできたバックグランドから、講談社のアメリカ法人や大原ケイ氏

ランダムハウス（現 ペンギン・ランダムハウス）と講談社の提携事業に関わる。
2008 年に版権業務を代行するエージェントとして独立。主に日本の著作を欧米
の編集者の元に持ち込む仕事をしていたところ、Google のブックスキャンプ
ロジェクトや Amazon の kindle 発売をきっかけに、アメリカの出版業界事
情を日本に向けてレポートするようになった。著作に『ルポ　電子書籍大国アメ
リカ』（2010 年、アスキー新書）、それをアップデートした E ブックなどがある。

　デジタル化しない
理由はと問われて、
発行人のダン・ジェ
イコブソン氏は「む
しろ、読者が“ウェ
ブで読めない”とい
うことを知っている
から手に取ってくれ
て、読み終わったら
どこかに置いてくれ

も信用度が下がることはないようだ。ピュー・リサー
チセンター社は、昨年、ここ 10 年でローカルニュー
スに対する読者の「利用度」と「信用度」がどう変わっ
たかという調査をして、その結果を発表した。それ
によると、次の３つが明らかになった。
・ローカルニュースを得る場所がテレビや新聞から、
オンラインに移行している。
・自分たちのコミュニティーにとって、ローカルペー
パーやそこで働くジャーナリストには価値があると

　その一方、昨年の大統領選挙
の際には、ワシントン・ポスト
やロサンゼルス・タイムズと
いった大手新聞メディアが、そ
れまで毎回行ってきた支持候補
者（過去の大統領選でほとんど
が民主党候補を支持してきた）
を発表しないという判断をし
て、読者の信用を大きく損なう
という失態があった。
　これは双方の新聞のオーナーであるアマゾン
CEO のジェフ・ベゾスや、医薬品の発明で財を成
したパトリック・スン・シオン（黄馨祥、南アフリ
カ出身の中国系アメリカ人ビジネスパーソン）が、
トランプが勝った場合に備えて忖度したと捉えら
れ、批判されていた。
　対照的に、大富豪のオーナーなど望むべくもない
地方の弱小新聞社だが、こちらは経営難ではあって

思っているが、有料でローカル
ニュースを利用した割合は 15％
にとどまった。
・支持政党に関係なく、読者の過
半数はローカルペーパーが「よく
やっている」と評価している。

ローカルペーパー側の取り組
みを見てみよう。昨年のピュリ
ツァー賞では「速報」部門で、「ルッ
クアウト・サンタクルーズ」とい

う新興小新聞が受賞したが、これは大雨による洪水
の被害をつぶさに報じたことが評価された。
　だが、普段の地方都市が伝えるニュースの肝は、
地方行政府での汚職や違法行為を暴く、地元の産業
発展につながる事実を掘り起こす、そして地元コ
ミュニティーの人々の声を拾う、ということに尽き
るだろう。自然災害はそもそも起きないに越したこ
とはないのだから。

ウォッチドッグ（番犬）
としての役割も

　今や全米の 3 分の 2 の行政区で、地元の日刊紙が
ない、という事態になっている。この 20 年で 2000
紙以上が廃刊に追い込まれた。

ローカルペーパーがなくなると、そのコミュニ
ティーで何が起こるか？という調査論文がいくつか
あるのだが、その影響として公共セクター（政府や
自治体）の資金調達能力が劣り、財政運営が悪化す
る、というものがある。
　つまり、その地方をアピールする媒体がなくなる
ことで、公共事業の機会が回ってこなくなったり、
財政確保がむずかしくなる、という面だ。さらには、
被害状態が隠されてしまうため、公害や事故を起こ
した企業が裁かれにくくなる、という調査報告もあ
る。やはり、州や行政地区単位で「ウォッチドッグ」
として目を光らせる地元記者がいなくなると、違法
行為が野放しになっていくという構図だ。

ローカルペーパー側の取り組みもさまざまだ。中
には、かたくなにデジタル化の波にあらがい、溺れ
ずに紙媒体を配達し続けている新聞もある。ニュー
ジャージー州のトライシティー・ニュースという週
刊紙もそのひとつで、「アートと文化、そして政治
にフォーカスしたオルタナ紙」というスタンスで
1999 年創刊、しかも無料。地元のモンマウス地区
は人口 64 万人、新聞を維持するのに十分な広告が
集まるという。
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